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研修テーマ：「若年性認知症の人たちが普通に暮らしていくために」

若年性認知症の支援体制

「若年性認知症者を取り巻く環境」

「若年性認知症者の生活と家族の実態」

「若年性認知症サロンの活動」

· 全国における若年性認知症者数　3.78万人（Ｈ21.3月現在）男性に多い

※高齢期認知症では、脳血管障害型が最も多い。

※若年性認知症では、アルツハイマー型（56％）が最も多い。

　　　　　　　次いで脳血管障害型（7％）、前頭側頭型（3％）

· 若年性認知症の現実的課題

· 中年～壮年期（64歳）の発症で、働き盛りで体力も保たれている。

· 病気による生活の中断

· 経済的問題

· 家庭の困惑

· 自分がどうなっていくのか不安

· 介護不安

· 社会的離断と孤立

· 社会的支援システムが少ない（施設側も対応困難）

· 若年性認知症への対応課題

· 若年性認知症に対する理解を促す

· 特有の障害構造の把握（脳機能の損傷箇所を把握）（残存能力の評価）

· 早期発見と治療環境の整備

· ＩＣＦに沿ったリハビリテーションの実施と二次障害の予防

· ＡＤＬ維持・就労継続・地域活動への移行援助

· 家族・周辺社会への支援とコミュニケーションの機会を保つ

· 地域生活での介護実施と支援体制の整備

· 憎悪期の医療提供と、終末期への対応

· 若年性認知症者の希望

· 働きたい

· 高齢者を対象とした福祉施設の利用は避けたい

· まだまだ何かの役に立ちたい

· 家族の希望

· １人になりたい

· 相談相手が欲しい

· 受け入れてくれる施設があればいい

· 利用できる制度を知りたい

· 自分の生活を守りたい

· 治療方法を開発して欲しい

●患者・家族の為の事業と施設

◎若年性認知症社会参加支援センター「ジョイント」

対象者：若年性認知症と診断された者

活動内容として、

・折込発送　　　　　　　・写真、絵画、工芸　　　・イベント援助

・公園と道のサポーター　・企業見学　　　　　　　・講演講師、見学者や取材の対応

・ＯＡ、絵葉書やカレンダー制作で広報　　　　　　・地域交流、行政窓口への紹介活動

◎若年性認知症サポートセンター「ゆえみ（結笑）」

　※若年性認知症・ケアモデル事業（県委託事業）　

　　対症：若年性認知症と診断され、自宅で生活している方

活動内容として、

　　・学校や公共機関の環境整備　　　・作品製作販売　　　・健康体操　　　・趣味活動

◎若年性認知症サロン「ゆうき（結喜）」

　　対症：若年性認知症と診断された者、介護をしている家族、ボランティア

活動内容として、

　　・季節行事　　・調理　　・作品製作

◎八戸ブロック家族会「やさしい手」

◎若年性認知症に係る相談コールセンターの設置

　（ＴＥＬ　0800-100-2707）

◎認知症に関する相談窓口

· 地域包括支援センター

· 在宅介護支援センター

· 認知症疾患医療センター

· 高齢者総合相談センター（シルバー110番）

＜考察＞

　

　最近では、若年性認知症という言葉を良く耳にするが、世間一般にはまだまだ詳細が知られてはいないのが現状である。という事は、若年性認知症者やその家族ばかりが苦しんでいるという悲惨な状況とも言える。周囲からの理解や援助が受けられない状況では、健康であった時と同じように地域生活を送る事は難しい。誰にも相談をする事ができず、多くの問題をその家族だけが抱えたまま、自身の生活を犠牲にしていく事になる。これでは、患者はもちろん、家族までもが心身に不調をきたしてしまい、悪循環な状況を招いてしまう。これを防ぐ為には、社会全体が若年性認知症の存在について知り、理解を深めていく事から始めなくてはならないと思われる。若年性認知症者やその家族がどんな生活をし、どんな苦労を感じ、どんな協力を求めているのかを把握する事で、早急に整備しなければならない事は何か、自分達にでも身近な所から協力出来る事は何かが見えてくるものと思われる。周囲からの援助を受身的に待ってばかりではなく、より良い生活を獲得する為にも当事者自身が行動を起こしていく必要がある。患者や家族は家にひっそりとこもりがちになるが、それでは互いにストレスを感じ生活の質が低下してしまう事が予測できる。患者にとっては残存能力を最大限に活かし、地域住民の一員として役割を持ち生き生きと過ごせる場の存在は大きい。家族にとっては一時でも患者から離れ息抜きをし、自身の生活を犠牲にする事を最小限にとどめ、その後も続く介護への活力を充電できる場が必要となる。現状では、そういった場はまだまだ少なく、利用できる制度についても情報不足で把握する事ができず、最悪なパターンでは共倒れや犯罪に繋がるケースも増えているようである。誰もが当事者になりうる可能性があり、他人事としてではなく自分ごととして今のうちから真剣に問題視し整備を進めて行く必要がある。一日も早く患者やその家族が安心し少しでも当たり前の生活をして地域社会の中で堂々と過ごす事が出来るよう、行政や医療従事者はもちろんの事、地域住民を巻き込んだ地域ネットワーク作りが求められる。








































